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はじめに 

法の支配は、外交官や法律家だけの言葉ではない。エネルギーや医薬品が安定して届くこと、企業

が不透明な圧力に屈しないこと、大国でなくとも自らの未来を選べることを支える仕組みである。それが

揺らげば、影響は遠い紛争地にとどまらず、日本の暮らしと安全に及ぶ。 

今日、国際社会は、主権尊重、自由な通商、海上交通の安全を支えてきた戦後 80 年以上続く

国際秩序の転換点に立っている。武力による現状変更が行われ、また国際協調主義と自国第一主

義がせめぎ合う中、安保理の機能不全が改めて露呈し、保護主義の広がりも分断を深めている。 

さらに、軍事と経済、平時と有事を切り分ける従来の常識は通じなくなっている。今日の危機を特徴

付けるのは、経済を圧力の道具にする動き、すなわち「経済の武器化」である[1]。関税、輸出規制、資

源供給の遮断、サプライチェーンの寸断、データや AI をめぐる標準の争いが、相手国の選択肢を狭める

安全保障上の手段となっている。だからこそ、予見可能で公正なルールは、国際場裏だけでなく、市場

と供給網においても機能しなければならない。 

本稿では、日本が法の支配を「守る国」に留まらず、経済が武器化される時代においても各国が自

由な選択を失わない仕組みを整える「ルール実装国家」へ進化すべきであると主張する。以下ではこの

主張の背景と根拠、および「ルール実装国家」として取り組むべき具体的実装領域について論じる。 

１.法の支配を「自由な選択を守る制度」へ 

法の支配とは、大国であれ小国であれ、力ではなく予見可能かつ公正なルールに従って行動する原

則である。それは、弱い国が一方的な圧力に屈せず、自らの将来を選び取るための共通の盾であり、強

い国の力を節度あるものにする知恵でもある。 

しかし、国際社会には国内社会のような一元的な政府が存在しない。条約や国際機関が存在する

だけでは、法の支配は自動的には守られない。各国がそのルールを共通利益として受け止め、外交、経

済、技術、企業活動の中で活用できる仕組みに落とし込まれて初めて、法の支配は力を持つと考える。 

もちろん、安保理改革や国際司法機関の強化は重要である。しかし、それだけでは現代の危機には

十分に対応できない。危機が武力紛争として表面化する前から、情報操作が行われ、重要物資が止

められ、企業が圧力を受け、データや標準の中に特定の価値観が埋め込まれる。法の支配を、他国の

自由な選択を支える実務的な仕組みとして捉え直す必要がある。 

２.「信頼を制度に変える力」を強みとする日本 

戦後の日本は、法の支配の受け手として再出発した国でもある。資源に乏しい島国である日本は、



安定した通商秩序、海上交通の自由、国際社会との信頼関係に支えられて復興し、成長してきた。そ

してその経験を、ODA、技術協力、平和構築、人材育成等を通じて、アジアや世界へ還元してきた。

日本が法の支配を語ることは、抽象的な理念の輸出ではない。自らがその恩恵で繁栄し、その経験を

他国の選択肢を広げる制度へ変えてきた国の責任である。 

日本は、軍事力や経済規模で国際秩序を一方的に形成する大国ではない。しかし、日本には他国

にない強みがある。それは、戦後積み重ねてきた信頼、異なる国々を結びつける接続力、そして合意を

実務の仕組みに落とし込む実装力である。この 3つを併せ持つ日本の役割こそ、「ルール実装国家」、す

なわちルールを実務で動かす国である。 

日本は G7 の一員であり、アジアに根ざした非欧米の民主主義国でもある。戦後の国際協力で培っ

た信頼を土台に、CPTPP（TPP11）、質の高いインフラ投資、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）

などを通じ、理念を制度に変える経験を重ねてきた。FOIP 提唱から 10 年を経ても、威圧からの自由、

法の支配、市場経済という理念の重要性は揺らがず、むしろ各国の自律性と強靱性を高める具体的

な協力へ進化させることが求められている。 

重要なのは、日本が単なる中立国になることではない。日本は、自由、民主主義、人権、法の支配

を重視する立場を明確に保つ。同時にその価値を一方的に説くのではなく、各国が共有できる具体的

利益に翻訳しなければならない。日本の強みは、力で相手を従わせることではなく、信頼を制度に変え、

各国が安心して選択できる環境を作ることにある。透明で予見可能なルールは、日本の産業、暮らし、

安全保障を守ることでもある。 

３.自由な選択を守る三つの制度 

本章では、日本が「ルール実装国家」として取り組むべき 3 つの実装領域を提案する。 

（1）市場における「選択の自由」を守る 

まず、市場における選択の自由を守ることである。日本は、経済的威圧にさらされる環境下において

も各国が自律的に判断できる市場秩序作りを主導すべきである。日本が目指す経済安全保障は、経

済を武器にすることではなく、透明なルールと相互支援によって威圧の乱用コストを高め、各国が孤立し

にくい環境を広げることである。 

かつて日本は、米国離脱後の CPTPP を維持し、自由貿易のルールを守る役割を果たした。日本はこ

の経験を生かし、関税や輸出規制が政治的圧力の道具として使われにくい「経済を武器化しないルー

ル圏」を有志国から広げるべきである。これは、特定国を排除する経済ブロックではなく、関税、輸出規

制、資源供給の停止を政治的威圧として乱用しないという最低限の行動規範を共有する枠組みであ

る。 

同時に、被害を受けた国を孤立させない実務的な仕組みが欠かせない。日本は同盟国・同志国と

連携し、早期警戒、代替調達、備蓄、金融支援を組み合わせて展開すべきである。国が支えるべき基

盤を見極め、国際分業と市場の活力を生かしながら備える「開かれた強靱性」こそ、日本らしい経済安



全保障である。これは、市場における法の支配の実装である。 

（2）供給網での「選択肢」を増やす 

次に、供給網での各国の「選択肢」を増やす取り組みである。日本は、重要鉱物とサプライチェーンを

通じて、グローバルサウスとの関係を共創関係へと発展させるべきである。ここで日本が目指すべきは、特

定国の排除ではない。日本がグローバルサウスに示すべきなのは、「どちらかを選択せよ」という圧力では

なく、各国が自らの発展にかなう道を選択できる条件を共に作る姿勢である。資源国、消費国、企業

が透明で公正なルールの下で利益を分かち合える供給網を作ることが、その出発点となる。 

具体的には、日本は開発協力、金融、資源外交、民間投資・技術を一体的に活用し、採掘だけで

なく、精錬、加工、リサイクル、人材育成までを含めた協力を進める。直近の日本の外交方針でも、経

済活動や医療分野に不可欠な物資の供給網強化が FOIP を具体化する重点分野として位置付けら

れている[2]。資源国を単なる供給地にするのではなく、現地に雇用や技術、付加価値が残る仕組みを

作る必要がある。環境、労働、安全、透明性の基準を共有し、「責任ある鉱物サプライチェーン」を多く

の国が参加できるプラットフォームとして育てるのである。 

アジアの供給網を強くすることは、相手国への支援であると同時に、日本の国益を守る政策でもある。

これは、供給網における法の支配の実装である。 

（3）技術標準に「透明なルール」を埋め込む 

最後に、技術標準に「透明なルール」を埋め込むことである。日本は、AI、データ、技術標準の分野で、

法の支配を埋め込む外交を強化すべきである。技術標準は中立的に見えるが、実際にはどの価値観

が市場と社会に組み込まれるかを左右する。データがどのように集められ、AI がどのように判断し、サイバ

ー空間で誰が責任を負うのか。これらはすべて、現代の国際秩序を形作る問題である。 

日本は、G20 大阪サミットを契機に打ち出した信頼ある自由なデータ流通、すなわち DFFT の考え方

を、AI 時代に合わせて発展させるべきである。データが国境を越えて利用される時代に、自由な流通と

プライバシー、利便性と安全性、研究の開放性と技術流出対策を両立させるルールが必要である。 

そのために、政府だけでなく、企業、大学、研究機関を含めた標準化外交を強化する。国際標準化

の場に戦略的に人材を送り込み、日本の技術と価値観を国際制度に反映させる。同時に、グローバル

サウスに対しては、透明で相互運用性のあるデジタル公共インフラの整備を支援する。条約だけでなく、

コード、標準、認証、データガバナンスの中に透明なルールを埋め込むことは、技術標準における法の支

配の実装である。 

おわりに 

分断の時代において、日本が果たすべき役割は、単に「法の支配を守る」と繰り返すことではない。市

場、供給網、技術標準の実務に入り、揺らいだルールを機能する仕組みへと変えることである。市場に

おける選択の自由を守り、供給網での各国の選択肢を増やし、技術標準に透明なルールを埋め込む。

これらは一見、個別の政策課題に見える。しかし、その本質は同じである。力によって他国の未来を決め



るのではなく、各国が共通のルールの下で自らの未来を選び取れる秩序を作ることである。 

正しさを叫ぶだけでは、国際社会は動かない。日本外交に求められているのは、正しさが選ばれ続け

る条件を作ることである。信頼を力に変えるのではなく、制度へと結び直す。この発想こそ、戦後日本外

交の蓄積を、現在の課題に生かす道である。日本は今こそ、信頼を制度に変えるルール実装国家として、

経済が武器化される時代においても、各国の自由な選択を守る法の支配外交を展開すべきである。そ

れは、国際社会への貢献であると同時に、日本自身の安全と繁栄を守る、最も現実的な国益の追求

でもある。 
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